第６回差別解消部会における委員の意見等
１　「教育」分野における「不当な差別的取扱い」及び「合理的配慮の不提供」について（資料２）
[不当な差別的取扱いとなりうる事例について]

○　（オ）の林間学校に費用全額個人負担で親の付き添いをさせたとの事例については、まず他の人には個人負担がないのかという点。二つ目に、親ではない他の人が付き添う場合には不当な差別的取扱いにはならないのかという点、最後、一般的に、知的障がい者の場合は付添をさせなければいけないのか、一人で行かせなければいけないのかという点。これら３つの点すべてが当てはまって不当な差別的取扱いとなるのか、一つでも当てはまれば不当な差別的取扱いになると考えるのか。

→（事務局）
・　把握している範囲で現状をお答えすると、知的障がい者の場合で、保護者に付添いを求めることはないと思う。支援学級の生徒ならその担任が付き添い、介助員がいて宿泊できるような雇用形態であれば、一緒に行く。その場合は学校側が予算化している。
　　　何らかの形で生徒に医療的ケアが必要で、看護師が付き添う事例は聞いている。その場合でも看護師の費用は市町村教育委員会が負担する。

　　　一方で、保護者が、自発的に付き添いとして一緒に行きたいというケースもあると聞いており、個々の状況による。介護タクシーの予算化をしたり、学校現場ではいろいろな工夫をしている。
[正当な理由と考えられる一般論化の例について]

○　（例２）は、一般論化の例としてふさわしいかについて疑問がある。意見聴取等の手続きの保障という点はクリアできるが、実際の拒否の理由が正当かどうかは担保できない。理由そのものに正当性があるかを検証する必要がある。十分説明をしたとしても、拒否の理由が「障がいを理由とするもの」であれば正当な理由とはならないと解すべき。
○　「雇用」の分野とも共通するが、「出来ない」ということについて、単に「出来ない」でなく、その人の障がい特性に応じた合理的配慮を尽くしても、なお出来ないのかどうかで判断してほしい。

　　例えば、発達障がいのある子どもで、耳で聞いても理解できないから出来ないといった場合でも、視覚的に示せば理解できるなら、それをした上で出来ないかどうかで判断すべき。

　　合理的配慮の不提供となりうる事例の（オ）肢体不自由の障がい者が体育の評価が「１」の事例は、障がい特性に応じた体育のメニューがあるはずであり、大層なことをしなくても配慮は出来ると思う。配慮をした上で、「１」なのかどうかを判断すべきと考える。
[不当な差別的取扱いの一般論化の例について]

（不当な差別的取扱いの一般論化の４つ目「障がいを理由として、本人や保護者の意に反して、入学する学校を決定すること」に関し、府における就学先の決定について）

→　（事務局）

・　学校教育法施行令が昨年９月に一部改正となった。それまでは、第22条の3で示された障がいの程度に該当する生徒は、原則として、特別支援学校へ就学することとなっていたが、改正により、保護者、本人の意向を最大限に尊重し、子どもの可能性を最も伸長する教育が行われることを前提に、総合的な判断を市町村教育委員会が行うこととされた。

　

　　府では、これまでも「ともに学び、ともに育つ」という方針で、就学先の決定を推進してきた。

施行令改正の動きを踏まえ、適切な情報を、しっかりと本人、保護者に提供していくということ、また、市町村教育委員会は、子どもの状況をしっかりと見ながら、例えば、一回の面談ですぐ決めるのではなく何回も相談を行ったり、学校見学も行うなどしながら就学相談を進めていくことを周知している。

（個別教育支援計画には、障がい児への配慮や特別に必要な支援が含まれるが、それは「教育」と考えるべきか、あるいは合理的配慮と考えるべきかについて）

→（事務局）
・　個別の教育支援計画は、基礎的環境整備の中でも位置づけており、個別の合理的配慮についても、計画の中で、保護者とともに合意形成を図っていくということが、国の考え方にも位置づけられている。学校においても、個別の教育支援計画に合理的配慮をしっかりと落とし込みながらきちんと引き継いでいくよう指導、助言している。

（部会長）

○　個別教育支援計画に位置づけられている特別な指導、支援は「教育」と位置付け、それ以外の個別の配慮については、「合理的配慮の不提供に該当するかどうか」という整理をしたい。
○　教育については、学校として受け入れた以上、授業の仕方を工夫したり、評価方法を工夫することは、やはり「教育」そのものであって合理的配慮ではないと思う。

　　一方、教育現場で「ここまでしなさい」ということをガイドラインではっきり示すことはなかなか難しく、個別の判断の積み重ねの中で考えていくこととなろう。

[合理的配慮の不提供について]

○　望ましい合理的配慮の事例では、授業のときノートテークを受けるなど、高校や大学での事例が多いので、小中学校のものをもっと入れてほしい。
○　聴覚障がいがある場合、勉強は理解できるが、相手とけんかや議論をするというようなことができない子どもが多いと思う。

授業を受けるときはいろいろなサポートがあるが、友達と一緒に遊ぶときにはサポートがないので、交流の機会が乏しいまま社会に出ると、社会では自分からいろいろ主張していかないとサポートしてもらえないのでうまくいかない場合が出てくる。小中学校の集団生活の中でそういうことを学んでいく必要があるといった点も取り入れてほしい。

　　ろう学校では手話が言語であり、手話で教育し、手話で勉強し、手話で人と人のつきあいや集団生活が出来る。その中で成長し、社会に出て力を出していけると思う。
普通学校で、聞こえる子どもの中で学び、集団生活を送る聴覚障がいのある子どものことをもっと入れてほしい。そういう事例があれば聴覚障がいのある子どもも保護者も元気づけられると思う。

○　合理的配慮の不提供となりうる事例の（エ）、演奏会での担当楽器を平等にジャンケンで決めたとのものは、機械的な平等であって本当の平等とは言えない。これは「不当な差別的取扱い」になりうるのではないか。

○　合理的配慮の不提供となりうる事例の（オ）、身体障がいのため、体育の成績を「１」とされたとの事例は、評価の手法がどうかという観点からは「合理的配慮の不提供」となると思われるが、一面では不当な差別的取扱いとも当たりうるのではないか。
評価の手法の問題としても、評価する側とされる側のコミュニケーションが成り立っていれば、このような状況にならなかったのではないかと思う。

○　（オ）の体育の成績が「１」だったとの事例には、二つの問題があると思う。

一つは、障がいのある者に障がいのない者と一緒のことをさせようとすることに大きな問題がある。障がいのある者に応じた体育の内容を考える必要があり、障がいのない者と同じように走れないから「１」というのは無理がある。

　　ただ、「一生懸命取り組んでいる」ことそのものが評価になるかどうかは難しい。障がいのな

い人の場合で考えてみると、一生懸命努力しても、結果として走るのが遅かったのなら、社会通
念上、高く評価することは出来ないだろう。
普通学校に通ったある全盲の中学生の話だが、英語の試験のとき、その全盲の生徒の試験内容は他の生徒とは違い、１から１００までを英語で言うことだったとのこと。この学校は全盲の生徒を排除していないが、点字の教科書の用意はなかった。点字の教科書を用意するなどの配慮があれば、同じ英語の学習が出来るはずである。この事例で学校側が行ったことは、障がいに応じた配慮とは違う。

[府における発達障がい児支援に係る施策について]

（事務局）
○　発達障がいに関しては、これまでは支援の谷間にあった分野というところがあったが、平成25年度から府では、福祉部、教育委員会、商工労働部等関係部局が一丸となって支援に取り組んでいる。
発達障がいは個々人の特性によって異なり、ゆえに必要な支援も異なるということについてまだまだ理解が十分ではないとの指摘がある。この点について、教育分野や雇用分野等において、発達障がい者への支援を行う方々の理解を深めてもらうよう研修を行っている。
例えば福祉部では、障がい福祉サービス事業所や障がい児の通所支援事業所等において発達障がいの特性や特性に応じた配慮の仕方を理解してもらうため、発達障がい者の支援の拠点である「アクトおおさか」などが中心となって、研修等を行っている。
まだまだ様々な課題はあると思っており、今後とも、特に支援の現場における発達障がい者の理解を深める取組みを進めていく。

[教育分野に係る相談、紛争の防止等体制について]

（ガイドラインの機能とも関わるが、仮に、大阪府が紛争の解決を図るための「第三者機関」を設置するとした場合、教育現場における事案を取り扱うことはなじむかについて）

○　なじむ場合となじまない場合があると思う。

　　例えば、発達障がいについて、周りではかなり理解が進んでいる一方、認識を新たにしてほしい教員がいるのも事実。そのような状況で、学校現場で何でも解決できるということではないと思う。

　　ただ、教育分野では障がいのある生徒と教員の関係性が大きな問題となるが、学校現場では教員と同等かそれ以上に「仲間」の存在が大切である。教員は、仲間のいる集団を育てることが必要であり、そういう点からは第三者機関での解決になじまない事案も多いと考える。

○　支援学校のスクールバスへの乗車に関しての相談事例を一つ紹介したい。

一人でスクールバスに乗ると精神的に不安定になる中学生の事例で、学校側も保護者も継続的な付添いが難しく、両者が対立して、結局は支援学校に行けずに地域の学校に行くこととなった。

　　両者の間に第三者が入って、地域資源も交えた調整ができたら、もう少し違う解決方法があったかもしれない。いろいろな状況の子どもがいるので、両者がそれぞれの立場を主張してどちらか一方しかないということではなく、そこにプラスアルファの支援や援助が加われば、解決できたかもしれない。
○　障害者虐待防止法において学校現場での虐待は対象となっていないことからも、相談、紛争の防止等の仕組みに積極的に入れてほしい。

[「教育」分野全体]

○　「教育」分野の事例は、他の分野と比べると、当事者間の関係性が密なところで起こっており、一つの事例を取り上げてどうかと判断するのではなく、長い関係の中で、同じようなことが積り重なった上での障がい者の受け止め方ということを考慮する必要がある。

○　障がい者にとって、学校は一番最初の集団生活の場であり、「共に学び、共に育つ」という考え方で教育や指導がきちんと行われてほしい。そのためには、親の努力も必要だろうし、教師の質の問題もあろうと思う。説明責任がきちんと果たされて教育、指導がなされないと、誤解が保護者と教師の間で生じ、それが問題となっていくものと見受けられる。

　何点か、私が周囲から聞いたことを紹介したい。

　・（障がいがあるという）診断を受けているのに「家庭のしつけが出来ていない」と先生に言われる。

・問題行動があったとき、本人に対してではないが、先生がその子どものことを「悪魔くん」と呼んでいた。

・先生が、重度の自閉症の子どもを持つ保護者に、アスペルガー症候群の子どもを「かしこい方の自閉の子」と言った。

・生理が始まったら、学校を休むか、保護者が来てケアしてくださいと言われた。支援をしないことで本人に気付かせるために、ということだったが、親は不安になり、悲しい思いをし、差別を受けていると感じる。

（部会長）

○　教育、雇用の分野は継続的な人間関係がベースにあり、当事者どうしの誤解や行き違いから生まれる不適切な人間関係が、差別の問題にもつながっていくと思う。
「商品・サービス」の分野は、一回限りのやりとりの中での不適切な対応が問題となってくるが、教育の場合は、６年、３年あるいは４年という一定の期間において、障がい者へのニーズに対応できない中で人間関係がこじれ、不適切な対応が繰り返されるということが起きてくるのだろう。

○　教育の現場から見て、他の分野にはない特徴的な２つの問題がある。一つはいじめの問題で、　もう一つは貧困の問題。正当な理由と考えられる一般論化の例の（例２）と関連するが、学校の説明を聞く物理的な時間だけでなく、精神的にも聞いていられるような状況にないという家庭が増えている。　　

　　いじめに関しては、障がいの有無に関係なく、今、非常に問題となっている。この部会のテーマとは異なるかもしれないが、「教育」では、いじめ、貧困の問題が重層的に関係していることを認識しておく必要がある。

２　「医療」分野における「不当な差別的取扱い」及び「合理的配慮の不提供」について（資料３）

[不当な差別的取扱いとなりうる事例について]
○　（ウ）の精神疾患があることを理由に入院を拒否されたとの事例だが、ここは少し難しくて、通常、精神障がい者では、精神科がある総合病院や大学病院など、入院できる病院が限定されるので、この事例を不当な差別的取扱いにとなりうるものとは言い切れないかもしれない。
○　（エ）の日帰りの白内障の手術を断られたとの事例については、個々の病院での対応が、本人にとって本当に良いのかどうかを慎重に検討する必要がある。

　　身近な事例で、ある病気の人が、二つの病院で診てもらい、一つは「すぐ手術すべき」、もう一つは「しばらく様子を見る方が良い」だった。結果的に、様子を見ることとして現在に至っている。
　このようなことから、（エ）の事例については、これは日帰りの手術では治療が困難との判断があったのではないかとも考えられ、これが不当な差別的取扱いになりうるのか、少し疑問に思った。　
○　以前にはよく聞いていた歯医者での診療拒否が、最近はあまり聞かれなくなった。２年ほど前から、大阪府歯科医師会が、障がい者の診察日を決めて治療する取組みを行っており、その効果が出ているのではないかと思う。
[正当な理由と考えられる一般論化の例について]

○　（例１）で障がい者の生命又は身体の保護のためやむを得ないと認められる場合で、患者がパニックを起こしたときが挙げられているが、発達障がい、知的障がいのある人は、先の見通しがつかない場合にパニックを起こすことがあるので、この例を基にして、発達障がいの人はみんな拒否してもいいのだ、と受け止められかねない。

　　大切なのはパニックを起こさないよう診療において配慮することだと思う。合理的配慮の不提供となりうる事例の（カ）で、事前説明がないため不安になるというものが挙げられているが、そうした不安を解消するため、例えば、大阪手をつなぐ育成会では、次に何があるかを示す「絵カード」を作成している。ガイドラインとあわせて、このようなことも情報提供してほしい。
○　（例３）で、精神保健福祉法第29条による措置入院が挙げられているが、医師が入院が必要と考え、本人が入院を拒否した場合に、親等が同意して入院させるという医療保護入院の制度があり、親は助かる部分はあるが、退院したときに親子間のトラブルにつながることがある。

　　ヨーロッパでは、親の同意でなく、医師、弁護士等が関わって必要な場合に入院させる制度があると聞いている。このように家族に負わせるのではなく社会的な支援を行う仕組みが出来てくるといいと思う。
→（事務局）

　・　精神保健福祉法第33条の医療保護入院についても、（例３）の「法令その他で特別の定めがある場合」に該当する場合があると考えている。

[不当な差別的取扱いの一般論化について]
○　不当な差別的取扱いの一般論化の４つ目に「本人の意に反して、医療を強制すること」がある

が、特に外科的な処置に関して、本人の意思に関わらず医療を強制する場合はありうる。障がい
の有無に関係なく、生命が危険に脅かされるような場合に、命を救うことを中心に考えてのこと
である。

[合理的配慮の不提供について]
○　聴覚障がい者の事例が多く挙げられているが、聴覚障がい者すべてが手話通訳を必要としているのではなく、手話がわからない人に筆談が必要など、聴覚障がい者に、その人にあったコミュニケーションの手法がいろいろあることを示してほしい。
○　手話通訳が必要な聴覚障がい者の場合、医師に診てもらうとき、今は、障がい者本人が手話通訳を頼んで一緒に病院に行くが、病院の側で手話通訳者を手配することが合理的配慮だと思う。そういうことをはっきりと示さないと、府民に対する啓発の意味は弱くなる。
○　（ア）の事例、歯科医において、口話でコミュニケーションをするのでマスクを外してほしいとの事例だが、衛生上の理由からマスクをつけるのはやむを得ないのではないか。

→（事務局）

・　衛生上の理由から治療中にマスクをつけることは必要でも、診察が終わって内容を説明するときなどに、一定の距離をとってマスクを外して対応することは、配慮としてありうるのではないかと考え、事務局案として示した。
○　（ア）の事例で、聴覚は少しある盲ろう者で、耳もとでその人に合った音声で話せば聞こえるが、マスクをつけたまま話されてはわからないので外して話してほしいという人がいた。この事例は、聴覚障がい者に限らず、視覚障がい者にも当てはまりうると思う。
[「医療」分野全体]

○　医療を行っている者としては、患者に障がいがあるか、ないかは殆ど関係なく、必要な医療を行っている。

説明が不十分だとの事例に関しては、平成１２年に日本医師会が、「医の倫理綱領」を定め、「医師は、医療内容についてよく説明し、信頼を得るように努める」と位置付け、医師の倫理の向上を図る方向に、確かに向かっていると思う。
　ただ、実際に様々な障がいのある方がおられ、その特性に応じた配慮が出来ているかというと、不十分な部分があることは否定できない。
　　現在の医療は、専門志向の考え方と、もう一方ではその反省から全人的な医療を提供していこうという考え方と、大きく二つある。大規模な病院や専門医療を中心とする病院となると、なかなか配慮が行き届いていないことがあるかもしれない。
　かかりつけ医で配慮がされていないという事例もあるが、不愉快な思いをさせるようなことは少なくなってきているのではないかなと思っている。ただ、設備的なことに関しては、出来ることに限界がある。
（部会長）
○　ガイドラインは、医師会の倫理綱領に反したものではなく、社会的にも、医師会にも受け止められるものをめざしたい。

 [ガイドラインの内容等]
○　歯科医にマスクを外してほしいという聴覚障がい者からの事例が、視覚障がい者にも当てはまることがあるように、一つ一つの事例を基に、その事例で対象となっている障がいだけでなく、もっと大きく障がいをとらえて、説明を加えながら一般化するとわかりやすいのではないか。

（部会長）

○　抽象的に表すと、４つの判断基準（一般論化）がガイドラインとなる。

　　それら以外で、個別の事例を記載していくと、こんな事例は載っているのに「私の障がい」についての事例が載っていない、ということになる。
様々な事案を考える手がかりとなる判断基準として、どのように具体化していくことが出来るか、検討する必要がある。

○　障がい施策の問題だが、病院内での障がい者のサポートは、本来、病院側がするという前提で人員配置が考えられており、ガイドヘルパーが入院中の障がい者をサポートすることは、税金の二重払いとなるので認められないというのが国の考え方と聞いている。

　　しかし、現実は、大規模な病院の中では、障がい者はガイドヘルパーがいないと移動できないので、府内の多くの市町村では病院内におけるガイドヘルパーによるサポートを認めている。

　　次に、我々の団体の全国組織も国に要望しているが、看護師の養成機関で、視覚障がい者が病院で診療を受けたり入院するときにどういうサポートをすればよいのかについて教育がなされていない。

医療機関で働く人たちに対する障がい者への配慮に係る教育が適切に行われた場合に、この合理的配慮の考え方の捉え方も変わってくると思う。

　　しかし、そういう教育がなされていない現状では、病院側による障がい者にとって十分なサポートは出来ていない。

ガイドラインは社会の変化とともに変わっていくものと思っているが、当面は、このような現状を押さえないと、ガイドラインを作ることは出来ないと思う。

○　ガイドヘルパーについては、視覚障がい者に対する移動の支援だけでなく、視覚情報の支援が必要という観点から、医療機関内での利用を対象としている市町村がある。

　ガイドラインは、制度の谷間の部分を補完する要素もあるのではないかと思っている。現行の制度の中でも、見方を少し変えて考えれば、このように運用できるといった提案があってもよいのではないか。

○　ガイドヘルパー等が必ず同伴しないと適切な医療ができないということは、基本的にはないと思う。

　　ただ、本人が、適切に病状を訴えることが出来ないような場合は、きちんと病状を分かっている人が付き添って説明をしてもらわないと誤診につながる可能性も否定できない。

　移動における支援に関しては、おそらく、今後、病院の方でも一定の人員を配置するなど対応していくのではないかと思われ、病状の説明等に関することと移動に関することとは分けて考える必要がある。

○　超高齢社会になり、様々な心身の障がいがある認知症高齢者は増えていく。障がい特性に応じた配慮をガイドラインで示せれば、医療機関において、障がいが複合的にある認知症高齢者に対する適切な配慮が可能となってくるのではないか。

（部会長）

○　障がい福祉サービスにおけるガイドヘルパーの利用範囲など制度の問題については、機会の平等を図る観点からも、国や関係機関にはたらきかけ、必要な見直しを求めていくことは重要と思う。

あわせて、障がい者の入院時の介護を考えた場合、入院時の不当な差別的取扱い、合理的配慮の不提供といった整理だけでなく、看護師の養成から考える必要があるという指摘について、ガイドラインの検討とは区別した上で、どう整理していくか。

○　病院、診療所に対し、ガイドヘルパーがいてもいなくても、安心して病院で治療を受けることができる環境を、殆どの医療機関に納得して守っていだだける範囲で、どこまでクリアに示せるかが課題。

３　提言取りまとめまでのスケジュール（案）等について（資料４）

[ガイドラインの構成について]

（部会長）
○　部会の「提言」は、ガイドラインの案を提案するものとなるのか、ガイドライン作成に向けた考え方を取りまとめるものとなるのか。
　→（事務局）

・　ガイドラインの機能や、相談、紛争の防止・解決の体制整備も含めて、全般についての提言を取りまとめていただきたいと考えている。ガイドラインについては、いただいた提言の推進協議会での報告、協議を経て、そのあと、行政として策定する予定である。
○　ガイドラインは、８分野それぞれ作成する予定か、あるいは全分野を一括して作成する予定か。また、提言後の今後の見通しを教えてほしい。
　→（事務局）

・　提言は、トータルで一括して取りまとめていただきたいと考えている。また、時期については、部会の提言を踏まえ、様々な事業者団体や府民の皆さまのご意見も伺った上で、今年度内の取りまとめを考えている。
○　障がい者だけを対象としたものでなく、事業者に対してかなり配慮も必要ではないかと思うが、考えはいかがか。

　→　（事務局）

・関係事業者団体の意見を聞く機会も設けた上で、ガイドラインを策定したいと考えている。
４．その他

[次回部会での議論について]

（部会長）

○　次回の部会の議題には、ガイドラインの機能について、また、相談、紛争の防止・解決の体制整備について取り上げる予定となっている。
　　ガイドラインの機能を検討するに当たっては、他の自治体がどのような条例を策定しており、どのような紛争の防止・解決に係る体制整備をしているか、事務局は整理しておいてほしい。
資料１
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